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電力受給契約書（案） 

 

長野県公営企業管理者 吉沢 正（以下「甲」という。）と〇〇（以下「乙」という。）

とは、甲の発電所（非ＦＩＴ発電所（小渋第２発電所、裾花発電所、菅平発電所（運転停

止中）、奥裾花発電所、大鹿発電所、奥木曽発電所、大鹿第２発電所及び松川ダム発電

所）及びＦＩＰ発電所（与田切発電所）をいう。以下同じ。）の発生電力の受給につい

て、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

（電力の受給等） 

第１条 甲は、発電所の発生電力から各発電所が運転中に所内で使用する電力及び長野県

庁舎に自己託送する電力（以下「自己託送電力」という。）を除いた電力を乙に供給

し、乙は、これを受給する。 

２ 乙は、前項で甲から電力を受給したときは、「需要追随供給電源の供給要領」により

自己託送に係る需要追随供給（ＰＰＡ）のために必要な電力（以下「需要追随電力」と

いう。）に優先的に充てるものとする。 

３ 乙は、別に契約するところにより、長野県企業局北信発電管理事務所川中島水素ステ

ーションに第１項で甲から受給した電力を供給するものとする。 

４ 乙は、甲の指定する需要家の施設に第１項の電力（令和 10年度において、非ＦＩＴ

電気 10,000千 kWhを上限とする。）を供給することについて、甲から供給開始希望日の

３か月前までに協議申入れがあった時は、これに応じるものとする。なお、必要となる

費用等は甲と乙との協議により決定するものとする。 

 

（契約の有効期間） 

第２条 本契約の有効期間は、令和９年（2027年）４月１日から令和 11年（2029年）３

月 31日までとする。 

 

（電力受給に関する協力） 

第３条 甲及び乙は、本契約の規定に基づき電力の供給または受給を行うに当たり、法

令、電力広域的運営推進機関の定める送配電等業務指針、中部電力パワーグリッド株式

会社（以下「中電ＰＧ」という。）の定める託送供給等約款（以下「託送供給等約款」

という。）及び関連する諸規程を遵守し、信義誠実の原則に従い本契約を履行するもの

とする。 

２ 甲は、本契約の履行に当たり、託送供給等約款における発電者に関する規定を遵守す

る。 

３ 乙は、本契約の履行に当たり、託送供給等約款における発電契約者に関する規定を遵

守する。 

（別添１－４） 
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４ 甲及び乙は、本契約に定める自らの義務履行のために必要な情報の提供を相手方に求

めることができるものとし、相手方は、正当な理由がない限り、これに応ずるものとす

る。 

 

（契約最大電力及び契約受給電力量） 

第４条 甲が乙に供給する電力の契約最大電力及び契約受給電力量は、次のとおりとし、

各発電所の月別契約受給電力量は、別表１に記載のとおりとする。 

年  度 令和９年度 令和 10年度 合  計 

契約最大電力（kW） 58,731 58,731 － 

契約受給電力量（千 kWh） 166,457 141,966 308,423 

 

（受給地点、受給地点明細） 

第５条 電力の受給は、別表２に示す各地点（以下「受給地点」という。）においてこれ

を行うものとし、受給地点明細は、別表２に記載のとおりとする。 

 

（供給電力に係る計画の通知） 

第６条 甲は、電力の供給に先だち、甲及び乙が合意した内容（年間、月間、週間及び翌

日の供給電力に係る各種計画）を合意した方法により乙に通知する。 

２ 通知の内容、通知の期限及び計画変更時の対応については、別途甲と乙で締結する

「電力受給契約に関する運用申合書」の規定に基づき対応するものとする。 

【別途協議】 

 

（供給時間） 

第７条 甲は、毎日 24時間電力供給を行うものとする。ただし、電気工作物の点検及び

手入れを必要とする場合は、あらかじめ甲及び乙が協議の上、電力の全部又は一部の供

給を停止することができる。 

 

（受給電力の計量及び算定） 

第８条 毎月の受給電力量は、中電ＰＧが受給地点に設置した甲から乙への取引用電力量

計（以下「計量器」という。）により計量した計量値から、あらかじめ自己託送電力量

を差し引いて乙に通知される電力量とする。 

２ 受給電力量は、各発電所の計量地点における受給電力量の合計とする。 

３ 計量器の検針時点は毎月末日の 24時とし、乙は中電ＰＧから受領した検針結果を甲

へ通知するものとする。ただし、所有者が甲である計量器については、検針結果は甲か
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ら乙へ通知するものとする。 

４ 甲は、計量装置に故障が生じたときは直ちに乙にこれを通知するものとし、計量器の

故障、取替えまたは試験等によって計量できない場合は、甲及び乙が妥当と認める方法

により、受給電力量の協定を行うものとする。 

 

（計量器） 

第９条 計量器の取替えは、中電ＰＧが託送供給等約款に基づき順次進めることとし、取

替え後の計量器の所有者は中電ＰＧとする。 

２ 計量器の設置及び利用並びに保守管理等に要する費用（以下「計量器関連費用」とい

う。）について、託送供給等約款の規定に基づき中電ＰＧから乙が請求を受けた場合は、

甲は、乙が中電ＰＧから請求を受けた金額に相当する金額を、工事を伴うものについて

は工事着手前までに、工事を伴わないものについては乙が別に定める支払期限までに、

乙に支払うものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、計量器と、乙から甲へ供給する電力の計量に必要な装置を

共用する場合で、当該設備の共用部分に関し計量器関連費用が発生するときは、その費

用の全額を甲と中電ＰＧの双方が折半して負担するものとする。ただし、甲の希望によ

る当該共用設備の取付位置変更又は発電設備の増減設等の事情によりその費用が発生す

る場合の負担方法は、前項に準じて取り扱うものとする。 

 

（記録の通報及び保持） 

第 10条 甲及び乙は、電力受給上必要な時間ごとの記録を相手方に通知するとともに、

所定の様式の電力受給日誌を備えて電力受給に関する事項を明確に記録する。 

 

（料金及びその支払） 

第 11条 乙は、本契約による料金を甲に支払うものとする。ただし、第１条第２項の需

要追随電力に係る料金ついては、無償とする。また、乙が甲に支払う各月の料金は、次

の各号に定める料金の合計額に、第 13条の規定で定める消費税等相当額を加算したも

のとする。 

(1) 基本料金 

令和 ９年（2027年）４月 ～ 

令和 11年（2029年）２月 
令和 11年（2029年）３月 合計 

○○円 ○○円 ○○円 

【企画提案書で２部料金制の提案がある場合に限り、詳細は別途協議】 

 

(2) 非ＦＩＴ発電所の各月における電力量料金 

非ＦＩＴ発電所ごとに第８条の規定により算定された月間の受給電力量の合計に１

キロワット時につき次表の単価を乗じた金額とする。 
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非ＦＩＴ発電所 １キロワット時単価 

小渋第２、裾花、菅平（停止中）、 

奥裾花、大鹿、奥木曽、大鹿第２、

松川ダム 

○○円○銭 

（非化石価値相当額○円○銭を含む。） 

 

(3) ＦＩＰ発電所の各月における電力量料金 

ＦＩＰ発電所ごとに第８条の規定により算定された月間の受給電力量の合計に１キ

ロワット時につき次表の単価を乗じた金額とする。 

ＦＩＰ発電所 １キロワット時単価 

与田切 ○○円○銭 

（非化石価値相当額○円○銭を含む。） 

(4) 前２号の料金について、第 18条の非化石証書が発行されなかった場合は、非化石

価値相当額は発生しなかったものとして清算する。 

【料金の計算方法等の詳細は別途協議】 

 

２ 甲は、前項により算定した各月の料金を翌月の 15日（金融機関休業日の場合はその

翌営業日。以下同じ。以下「通知期日」という。）までに乙に書面をもって通知し、乙

は、通知の日から 15日以内（以下「支払期日」という。）にこれを甲に支払う。ただ

し、乙が通知期日を過ぎて通知書を受領した場合は、乙は、通知書受領日の翌日から起

算して 15日を経過する日までにこれを甲に支払う。 

【通知期日及び支払期日については別途協議】 

 

３ 乙は､乙が第１項に定める料金を前項に定める支払期日までに支払わない場合は、支

払期日の翌日から起算して支払の行われた日までの日数に応じ、政府契約の支払遅延防

止等に関する法律（昭和 24年法律第 256号）第８条第１項の規定により財務大臣が決定

し、政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率を定める件（昭和 24年 12月大蔵省告示

第 991号）で告示された率を乗じて得た額の延滞金を甲に支払う。 

４ 第８条の規定により算定された月間の受給電力量が前月及び前々月と比べて大幅に少

ない等、甲に疑義等が発生した場合、甲は自らの費用と責任で中電ＰＧにデータの欠落

等の有無について確認するものとし、乙はデータの正確性について確認義務を負わな

い。 

５ 乙は、乙に過失なく、甲が中電ＰＧに対する電力の供給をできない場合（出力抑制や

送電網の容量超過による送電不能事態を含む。）にあっては、料金等の支払義務を負わな

いものとする。 

 

（系統連系受電サービス料金の支払等） 

第 12条 乙が受電する電力の対価は、前条に基づき算定される料金に、系統連系受電サ

ービス料金（以下「発電側課金」という。）相当額を加算した金額とする。ただし、発
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電側課金対象期間における受給電力量が０キロワット時であった場合は、加算しないも

のとする。 

２ 甲は、中電ＰＧが必要と認めた場合を除き、系統連系受電サービス料金、契約超過金

及び延滞利息（以下「発電側課金等」という。）を中電ＰＧへ支払う業務を乙に委託す

る。 

３ 乙は、発電側課金等を甲から受領し、中電ＰＧがあらかじめ定める期日までに甲に代

わり、中電ＰＧに支払う業務を甲から無償で受託する。ただし、中電ＰＧが必要と認め

た場合等で甲が自ら中電ＰＧに支払うときを除く。 

４ 乙は、毎月、中電ＰＧから通知があった都度、発電側課金等を甲に通知するものと

し、当該甲への通知日に、発電側課金等相当額については当該料金及び前条に基づき算

定される料金と対当額で相殺することによって甲から乙への支払が行われたものとみな

す。 

 

（消費税等相当額） 

第 13条 本契約における消費税等相当額とは、消費税法の規定に基づき課される消費税

及び地方税法の規定により課される地方消費税に相当する金額をいう。 

 

（単位及び端数処理） 

第 14条 第 11条の規定で定める１キロワット時当たりの単価の単位は１銭とし、その端

数は小数第１位を四捨五入する。 

２ 第 11条の規定で定める電力量料金及び非化石価値は、10銭位を四捨五入し円単位と

する。 

３ 電力量の単位は、１キロワット時とし小数第１位を四捨五入する。 

４ 前条の規定で定める消費税等相当額は、円未満切捨てとする。 

（契約保証金） 

第15条 乙は、契約保証金○○○○円をこの契約締結と同時に甲に支払うものとす

る。 

２ 甲は、履行期間の最終月の支払が完了した時は、速やかに、契約保証金を返還す

るものとする。 

３ 契約保証金には、利子を付さないものとする。 

 

 

 

 

 

 

【契約保証金の納付に代えて、国債、金融機関の保証等の担保を提供した場合】 

第 15条 契約保証金は〇〇〇〇円とし、乙は甲に対し次の担保を提供する。 

【契約保証金の納付を免除する場合】 

第 15条 契約保証金は〇〇〇〇円とし、長野県財務規則第 143条の規定によりその納付は免除する。

ただし、乙がこの契約を履行しなかったときは、契約保証金に相当する金額を違約金として甲に納付

することとする。 
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（料金の割戻し） 

第 16条 甲は、次の各号に定めるとおり、インバランスに伴う料金の割戻しを行う。 

【料金の割戻しに関しては、企画提案書でのインバランスなどの提案を踏まえて別途協議】 

 

（ＦＩＰプレミアムの取扱い） 

第 17条 ＦＩＰ発電所のＦＩＰ制度適用に関して支払われる供給促進交付金（プレミア

ム）については、すべて甲に属するものとする。 

 

（非化石証書） 

第 18条 発電所から発生した電力の非化石価値は、全量、乙又は乙が指定する小売電気

事業者に帰属するものとする。 

２ 甲は、毎月の受給電力量に対して、国が業務委託する認証機関から別途指定された日

までに非ＦＩＴ非化石電力量認定申請を実施し、認証機関から非化石認定を受けるもの

とする。 

３ 乙は、前項に定める非化石認定を確認した後、電力量を証明する通知書（任意様式）

を甲へ通知するものとし、甲は、一般社団法人日本卸電力取引所の指定する方法によ

り、乙又は乙が指定する小売電気事業者に非化石価値を移転させるものとする。 

【別途協議】 

 

 （容量市場の取扱い） 

第 19条 甲と電力広域的運営推進機関が締結した容量確保契約により甲が得る収入につ

いては、本契約による清算は行わないことから、本契約による料金は、容量市場におけ

るｋＷ価値を除いたものとして取り扱うものとする。 

２ 乙は、甲と電力広域的運営推進機関との容量確保契約に基づき、甲に課されるリクワ

イアメント（容量提供事業者に求められる要件）及びアセスメント（リクワイアメント

の達成状況の確認・評価）について理解し、誠実に運用及び業務への協力を行うものと

する。また、容量ひっ迫時には、電力広域的運用推進機関への発電計画（前日計画及び

当日計画）の変更等を行うものとする。 

 

 （系統連系受電契約の締結） 

第 20条 乙は、中電ＰＧを代理して、甲との間で、系統連系受電契約を締結する。 

２ 甲が新たに系統連系受電契約を希望する場合又は当該契約の内容に変更が生じる場

合、甲は契約の締結または変更について、乙に申し出るものとする。 

３ 乙は、甲から系統連系受電契約を変更する旨の申入れを受けた場合、発電量調整供給

契約の変更として中電ＰＧに申出を行う。 
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４ 託送供給等約款に基づき中電ＰＧが甲との系統連系受電契約を解約する場合、甲の当

該発電場所に係る発電量調整供給契約は変更されるものとする。 

５ 甲は、系統連系受電契約の消滅後に接続された電力を中電ＰＧが無償で受電すること

を承諾するものとする。 

 

 （債権債務） 

第 21条 本契約期間中の料金その他の債権債務は、本契約の終了によって消滅しないも

のとする。 

 

（反社会的勢力の排除） 

第 22条 甲及び乙は、相手方が反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなっ

た時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動

等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団、その他これらに準ずる者をいう。以下同じ。）に該

当し、または反社会的勢力と次の各号のいずれかに定める関係を有することが判明した

場合には、直ちにこの契約を解除することができる。 

 (1) 反社会的勢力が経営を支配していると認められるとき 

 (2) 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき 

 (3) 自己もしくは第三者の不正の利益を図り、または第三者に損害を加える等、反社会

的勢力を利用していると認められるとき 

 (4) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の関与をしている

と認められるとき 

 (5) その他役員等または経営に実質的に関与している者が、反社会的勢力と社会的に非

難されるべき関係を有しているとき 

２ 甲及び乙は、相手方が自らまたは第三者を利用して次の各号のいずれかに定める行為

をした場合には、直ちにこの契約を解除することができる。 

 (1) 暴力的な要求行為 

 (2) 法的な責任を超えた不当な要求行為 

 (3) 取引に関して脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

 (4) 風説を流布し、偽計または威力を用いて相手方の信用を毀損し、または相手方の業

務を妨害する行為 

 (5) その他前各号に準ずる行為 

３ 甲及び乙は、自己が将来にわたり前二項の規定に該当しないことを表明・確約する。 

４ 甲及び乙は、相手方が第１項または第２項の規定に該当すると疑われる合理的な事情

がある場合には、その該当の有無につき、相手方に対して調査を行うことができ、相手

方はこれに協力し、調査に必要な資料を提供しなければならない。また、甲及び乙は、

自らが第１項又は第２項の規定に該当し又はそのおそれがあることが判明した場合に
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は、相手方に対し、直ちにその旨を通知するものとする。 

５ 甲及び乙は、相手方が前項の規定に違反した場合は、直ちにこの契約を解除すること

ができる。 

６ 甲及び乙は、自己が反社会的勢力から不当要求または業務妨害等の不当介入を受けた

場合は、これを拒否し、不当介入があった時点で、すみやかに不当介入の事実を相手方

に報告し、相手方の捜査機関への通報に必要な協力を行うものとする。 

７ 甲及び乙が前項の規定に違反した場合には、相手方は、直ちにこの契約を解除するこ

とができる。 

８ 甲及び乙が前各項の規定によりこの契約を解除した場合、解除された当事者は、解除

した当事者に対して損害賠償を請求することができず、また解除により解除した当事者

に損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。 

 

（守秘義務） 

第 23条 甲及び乙は、本契約の内容その他本契約に関する一切の事項及び本契約に関連

して知り得た相手方に関する情報について、相手方の事前の書面による同意なくして、

第三者に開示してはならない。ただし、次の各号に該当する場合は、この限りではな

い。 

(1) 適用法令に基づく開示要求に従ってこれを開示する場合 

(2) 甲が、乙の弁護士、公認会計士、税理士、アドバイザー、取引先金融機関等、及び

その役員、従業員等に対して開示をする場合（開示先が適用法令に基づき守秘義務を

負う者である場合を除き、開示先に対し本条と同様の守秘義務を課す場合に限る。第

３号において同じ。） 

(3) 甲及び乙が、甲及び乙の弁護士、公認会計士、税理士等、甲及び乙から委託を受け

て本契約に係る業務を実施する者（委託先の役員及び従業員並びに再委託先等を含

む。）に対して開示する場合 

(4) 接続請求電気事業者に対して開示する場合 

２ 前項本文の規定は、次の各号に該当する情報には適用しない。 

(1) 相手方から開示を受けた際、すでに自ら有していた情報又はすでに公知となってい

た情報 

(2) 相手方から開示を受けた後に、自らの責めによらず公知になった情報 

(3) 秘密保持の義務を負わない第三者から秘密保持の義務を負わずして入手した情報 

３ 本条に基づく甲及び乙の義務は、本契約の終了後も相手方の書面による事前の承諾が

ない限り、存続するものとする。 

 

（守秘義務からの除外情報） 

第 24条 前条の規定にかかわらず、甲は、乙が、本取引において甲を選定し紐づけられ
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た需要家に対し、甲の発電所の名前、エネルギー源、発電場所、発電容量、設備の稼働

開始時期及び発電期間、当該発電所からの供給電力量及び供給時間（以下「除外情報」

という。）を開示することを承諾する。 

２ 甲は、紐づけられた需要家が、前項に基づき開示を受けた除外情報を、かかる需要家

の広告・宣伝のために、第三者に開示することを承諾する。 

 

（本契約に関連する契約） 

第 25条 甲及び乙は、本契約のほか、契約の履行に関して必要な事項について、別途契

約書、協定書もしくは申合書を締結する。 

 

（準拠法、裁判管轄） 

第 26条 本契約は、日本法に準拠し、これに従って解釈される。 

２ 甲及び乙は、本契約に関する一切の紛争について、長野地方裁判所を第一審の専属的

合意管轄裁判所とすることに合意する。 

 

（その他） 

第 27条 本契約に定めのない事項又は本契約の解釈に関し当事者間に疑義が発生した場

合には、甲及び乙は誠実に協議するものとする。 
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この契約の締結を証するため、契約書２通を作成し、甲及び乙が両者記名押印の上、各自

１通を保有するものとする。 

 

 

 

 

令和 ９ 年  月  日 

 

 

 

長野県長野市大字南長野字幅下 692番地 2 

甲  長野県企業局 

長野県公営企業管理者 吉  沢     正  

 

 

 

 

 

住     所  〇〇〇 

乙  法  人  名  〇〇〇 

代表者職・氏名   〇〇〇〇 〇〇 〇〇     
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（別表１）（第４条関係） 

各発電所の月別契約受給電力量 
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（別表２）（第５条関係） 

受 給 地 点 明 細 

 

 


